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(百万円未満切捨て)

１．2021年3月期第3四半期の業績（2020年4月１日～2020年12月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年3月期第3四半期 3,855 － △158 － △165 － △131 －

2020年3月期第3四半期 － － － － － － － －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2021年3月期第3四半期 △9.91 －

2020年3月期第3四半期 － －
　

(注)2020年3月期第3四半期は連結業績を開示しておりましたが、第1四半期より非連結での業績を開示しております。
そのため、2020年3月期第3四半期の経営成績（累計）及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2021年3月期第3四半期 9,619 5,592 58.1

2020年3月期 11,103 5,856 52.7
(参考) 自己資本 2021年3月期第3四半期 5,592百万円 2020年3月期 5,856百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年3月期 － － － 10.00 10.00

2021年3月期 － － －
2021年3月期(予想) 7.00 7.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：有

　

３．2021年3月期の業績予想（2020年4月１日～2021年3月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,200 △11.2 300 △48.8 290 △50.5 330 △15.5 24.87
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有
　

第1四半期より非連結での業績を開示しておりますので、業績予想の比較は、前事業年度の四半期財務諸表との比較
となっております。

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

（注）詳細は、添付資料7ページ、「四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 有

　③ 会計上の見積りの変更 ： 有

　④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料7ページ、「会計方針の変更」をご覧ください。
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2021年3月期3Ｑ 13,279,633株 2020年3月期 13,279,633株

② 期末自己株式数 2021年3月期3Ｑ 7,898株 2020年3月期 7,664株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年3月期3Ｑ 13,271,857株 2020年3月期3Ｑ 13,272,378株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

1. 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

2. 当社は、当社の連結子会社でありました明星マネジメントサービス株式会社が、2020年6月17日に清算を結了
したことにより、第1四半期会計期間より連結財務諸表非作成会社となりました。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第3四半期累計期間におけるわが国経済は、数々のＧｏＴｏキャンペーンなどの景気刺激策によって、一時持ち

直しの動きも見られたものの、いわゆる第３波と呼ばれる新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、こうした

施策も一旦停止を余儀なくされるなど、景気の下振れに向けて大きく影響を受けることとなりました。国内での感

染者数は急増しており収束の見通しも立てづらく、先行きについても不透明な状況が続いております。また、世界

全体での新型ウイルスの感染者数は１億人を超え、複数の変異種も出てきていることからまだまだその勢いは収ま

る気配が見て取れない状況です。世界経済の回復は大きく遅れることが懸念され、景気への悪影響もさらに拡大す

ることが予想されます。

一方で近年、自然災害が増加するとともに、被害が激甚化し、突然の豪雨や気温変動などの異常気象が多くなっ

てきております。また、南海トラフに代表される巨大地震の可能性も時間の経過とともに高まってきており、当社

の主要事業であります気象防災事業におきましては、防災や減災の一端を担う当社に期待される役割はますます大

きくなっております。また、もう一つの主要事業である宇宙防衛事業は、宇宙開発そのものがフロンティアへの挑

戦といった科学技術の世界から、地上に住む人々の生活をより豊かにするために、社会を支える実用・商業利用の

場へと姿を変えてきています。様々な「モノ」がデータを介してつながる超スマート社会において、宇宙の果たす

役割は飛躍的に増大しており、長年の経験を活かした当社の取り組みは今後の可能性をますます広げていくものと

期待されています。

このような状況のもと、当社は「２０１９中期事業計画」（2019年度～2021年度）の２年目として、初年度に明

らかになった問題点を踏まえながら、２０２０年度の経営方針を、「『変える』を実践し、強靭かつ柔軟で収益力

のある体質を実現しよう！」と設定し、大きく次の４つのテーマを掲げております。

１．ビジネスモデルの変革等による市場拡大と生産性の向上

２．働き方改革と業務改革によるコスト、納期の最適化

３．品質・コンプライアンスの継続的向上

４．競争力を維持・増強するための技術力向上

これらを成し遂げるために、付加価値を高めたサービスの提供を加速し、契約の包括化による間接費の削減と負

荷の平準化を図り、技術力の向上によって後戻りの撲滅を進め、更なる業績向上を目指して全社一丸で取り組んで

おります。

また、当社は当事業年度より「収益認識に関する会計基準等の適用」、「たな卸資産の評価方法の変更」及び

「有形固定資産の減価償却方法の変更及び残存価額の変更」を実施しております。それぞれの変更理由は、２(３)

四半期財務諸表に関する注記事項の会計方針の変更を参照ください。

その結果、当第3四半期累計期間の売上高は3,855百万円となり、営業損失は△158百万円となりました。また、経

常損失は△165百万円となり、四半期純損失は、△131百万円となっております。

なお、当社は前第3四半期連結累計期間では四半期連結財務諸表を作成しておりましたが、当社の連結子会社であ

りました明星マネジメントサービス株式会社が、2020年6月17日に清算を結了したことにより、第1四半期累計期間

より当社は財務諸表作成会社となりました。従いまして、第1四半期累計期間より四半期財務諸表を作成しているた

め、前年同四半期との比較は行っておりません。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　 売上高（百万円） 営業利益又は営業損失(△)百万円）

当第3四半期累計期間 当第3四半期累計期間

気象防災事業 2,672 △155

宇宙防衛事業 1,182 6

調整額(注) － △9

合計 3,855 △158

（注）営業利益又は営業損失(△)の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、予算と実績の調整差額であります。
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＜気象防災事業＞

受注高は、前期における多機能型地震計などを多年度分受注した事や航空管制の大口受注があったことの反動で

減少しております。売上高は、高速道路気象観測設備や三次元レーザーレーダー（踏切障害物検知装置）などが増

加しているものの、多機能型地震計の売上先取りが影響したことで減少しており、合計で2,672百万円となりまし

た。売上高全体に占める割合は69.3％となっております。営業損失は、売上高の減少に加えて会計方針の変更の影

響などで△155百万円となっております。

＜宇宙防衛事業＞

受注高は、遅れておりました火星衛星探査計画で大口の契約ができたことで、大きく増加しております。売上高

は、火星衛星探査計画関連の工事進行見合いでの売上計上やテレメーター送信機などが増加しており、合計で1,182

百万円となりました。売上高全体に占める割合は30.7％となっています。営業利益は、年度見込みに対してはまだ

売上高計上の割合が少ないことや会計方針の変更の影響などで、6百万円となっております。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

（イ）資産

流動資産は、前事業年度末に比べて1,403百万円（19.3％）減少し5,852百万円となりました。主な増加の内訳は、

現金及び預金270百万円、仕掛品427百万円、原材料及び貯蔵品174百万円、その他（未収入金等）138百万円、主な

減少の内訳は、受取手形、売掛金及び契約資産2,431百万円(前事業年度末の受取手形及び売掛金との比較）です。

固定資産は、前事業年度末に比べて80百万円（2.1％）減少し3,767百万円となりました。主な増加の内訳は、無

形固定資産（ソフトウエア等）44百万円、投資その他の資産（繰延税金資産等）29百万円、主な減少の内訳はその

他（機械及び装置等）153百万円です。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて1,483百万円（13.4％）減少し9,619百万円となりました。

（ロ）負債

流動負債は、前事業年度末に比べて1,190百万円（37.9％）減少し1,952百万円となりました。主な減少の内訳は、

買掛金360百万円、短期借入金336百万円、賞与引当金121百万円、その他（未払消費税等）188百万円です。

固定負債は、前事業年度末に比べて27百万円（1.3％）減少し2,075百万円となりました。主な減少の内訳は、退

職給付引当金29百万円です。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて1,218百万円（23.2％）減少し4,027百万円となりました。

（ハ）純資産

純資産合計は、前事業年度末に比べて264百万円（4.5％）減少し5,592百万円となりました。主として、四半期純

損失131百万円の計上及び配当の実施132百万円により利益剰余金が264百万円減少したことによる影響です。純資産

が減少したものの、総資産も大きく減少したため、自己資本比率は前事業年度末の52.7％から5.4ポイント上昇し

58.1％となっております。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

第3四半期業績及び今後の見通しを勘案し、予想数値を修正しております。気象防災事業においては、一部の案件

で発注が翌期に繰り越される期ずれが発生しており、売上高は当初計画を下回る見込みとなりました。個別の売上

案件につきましては総じて原価改善の成果が出てきているものの、クレーム関係費用が増加傾向にあることから営

業利益及び経常利益につきましては、若干前回予想値を下回る見込みとなりました。しかしながら、当期純利益に

つきましては、税金費用の見直しを行った結果前回予想値を上回る見込みであります。

この結果、２０２０年５月１９日発表の業績予想(売上高は7,560百万円、営業利益は320百万円、経常利益は310

百万円、当期純利益300百万円)を、売上高は7,200百万円、営業利益は300百万円、経常利益は290百万円、当期純利

益は330百万円といたしました。

また、配当予想につきましては、従来未定としておりましたが、期末の配当予想を1株当たり7円と修正しており

ます。内容につきましては、本日公表いたしました「配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい。

　



4

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2020年3月31日)

当第3四半期会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 118,410 388,517

受取手形及び売掛金（純額） 5,656,965 －

受取手形、売掛金及び契約資産（純額） － 3,225,826

製品 270,727 266,157

仕掛品 545,377 972,636

原材料及び貯蔵品 634,189 808,809

その他 56,609 194,828

貸倒引当金 △26,623 △4,246

流動資産合計 7,255,655 5,852,530

固定資産

有形固定資産

土地 2,537,889 2,537,889

その他（純額） 835,617 681,890

有形固定資産合計 3,373,506 3,219,779

無形固定資産 49,692 93,867

投資その他の資産

その他 443,129 472,532

貸倒引当金 △18,870 △18,870

投資その他の資産合計 424,259 453,662

固定資産合計 3,847,458 3,767,309

資産合計 11,103,113 9,619,839
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(単位：千円)

前事業年度
(2020年3月31日)

当第3四半期会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,337,191 976,522

短期借入金 571,295 235,141

未払法人税等 137,364 －

製品保証引当金 149,792 127,997

受注損失引当金 34,816 10,268

賞与引当金 220,374 98,636

その他 692,378 503,857

流動負債合計 3,143,212 1,952,423

固定負債

退職給付引当金 1,284,269 1,254,713

環境対策引当金 16,177 16,089

その他 802,635 804,578

固定負債合計 2,103,081 2,075,381

負債合計 5,246,294 4,027,805

純資産の部

株主資本

資本金 2,996,530 2,996,530

利益剰余金 1,203,236 938,607

自己株式 △7,947 △8,103

株主資本合計 4,191,819 3,927,034

評価・換算差額等

土地再評価差額金 1,664,999 1,664,999

評価・換算差額等合計 1,664,999 1,664,999

純資産合計 5,856,818 5,592,034

負債純資産合計 11,103,113 9,619,839
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
当第3四半期累計期間
(自 2020年4月1日

　至 2020年12月31日)

売上高 3,855,216

売上原価 3,130,378

売上総利益 724,837

販売費及び一般管理費 883,037

営業損失（△） △158,199

営業外収益

受取利息 1,355

受取配当金 6

受取賃貸料 12,960

その他 2,437

営業外収益合計 16,760

営業外費用

支払利息 5,712

株式管理費用 7,257

固定資産売却損 4,680

その他 6,364

営業外費用合計 24,014

経常損失（△） △165,453

特別損失

関係会社清算損 2,441

特別損失合計 2,441

税引前四半期純損失（△） △167,895

法人税等合計 △36,309

四半期純損失（△） △131,585
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第3四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

1.（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第1四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。

この適用により、従来は、工事完成基準を適用していた契約のうち、一定期間にわたり履行義務が充足される契

約については、工事進行基準を適用して収益を認識する方法に変更しています。なお、履行義務の充足に係る進捗

度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収

益を認識しています。また、少額または短期の工事については、一時点で収益を認識しています。さらに、従来

は、据付等を伴わない物品販売については、工場から出荷した時点で収益を認識していましたが、顧客による検収

が完了した時点あるいは物品が顧客の手許に到着した時点で収益を認識することとしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第1四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第1四半期会計期間

の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。

この結果、当第3四半期累計期間の売上高が43,280千円、売上原価が42,815千円それぞれ増加し、営業損失、経

常損失及び税引前四半期純損失がそれぞれ465千円減少しています。また、利益剰余金の当期首残高は323千円減少

しています。収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第1四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示すること

としました。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により

組替えを行なっていません。また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号2020年3月31日）

第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第3四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した

情報を記載していません。
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2.（たな卸資産の評価方法の変更）

たな卸資産のうち、製品、原材料及び貯蔵品の評価方法は、従来、主として先入先出法による原価法を採用して

おりましたが、第1四半期会計期間の期首より移動平均法による原価法に変更しました。

この評価方法の変更は、近年の仕入価格の変動及び生産管理システムの第1四半期会計期間期首からの稼働を契

機として、移動平均法による原価法にてたな卸資産の評価を行う方が、より適切にたな卸資産の評価及び期間損益

計算を行うことができると判断したことによります。

なお、過去の事業年度については、生産管理システムが当事業年度の期首から稼働したことにより、過年度に関

する必要なデータが蓄積されていないため、移動平均法による原価法にてたな卸資産の評価を行うことが実務上不

可能であり、遡及適用した場合の累積的影響額を算定することができないため、前事業年度末の帳簿価額を第1四

半期会計期間の期首残高として計算しております。

また、この会計方針の変更による影響額は軽微であります。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更及び残存価額の変更）

当社では、従来、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用しておりましたが、第1四半期会

計期間より定額法に変更しました。

当社を取り巻く事業環境は、自然災害の増加や激甚化などにより、近年大きく変化しており、それに対応すべく、

保有する有形固定資産が製造設備から計量・計測関連機器に変わりつつあります。また、労働基準法に代表される

労働関連法規の改正により、従業員の働き方が変わりつつあること、さらに、2019年度を初年度とする中期事業計

画では生産作業の平準化と整流化を重要施策と位置付け、2020年度より生産管理システムや固定資産管理システム

を更新し、重点施策を実現すべく具体的な取り組みを進めております。このような状況から有形固定資産の使用実

態や使用方針の再検討を行ないました。

その結果、汎用的な機械設備の割合が増加していること、生産作業の標準化と整流化により、今後の有形固定資

産の安定稼働が見込まれることが判明し、定額法による費用配分が当社の実態を反映する償却方法であると判断し

ました。

併せて、有形固定資産の使用見込期間及び処分価値の再検討を行った結果、第1四半期会計期間より、有形固定資

産の残存価額を備忘価額の１円に変更しております。

以上の変更により、従来の方法に比べて、当第3四半期累計期間の売上総利益は65,902千円減少し、営業損失、経

常損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ73,570千円増加しております。

（追加情報）

前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等

を含む仮定について重要な変更はありません。

　


